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税務訴訟資料 第２６７号－３７（順号１２９８６） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（中野税務署長） 

平成２９年３月３日棄却・控訴 

 

判 決 

原告 甲 

同訴訟代理人弁護士 那須 克巳 

同 本間 伸也 

同 山平 喜子 

同 芥川 壮介 

同 水野 良昭 

被告 国 

同代表者法務大臣 金田 勝年 

処分行政庁 中野税務署長 

 福住 豊 

同指定代理人 早田 祐介 

 ほか別紙１指定代理人目録記載のとおり 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 中野税務署長が原告に対し平成２４年３月２７日付けでした再更正処分（中資特第●●号）

のうち、修正申告額１億７４８０万６５００円を超える部分並びに平成２３年６月２９日付け

（中資特第●●号）及び平成２４年３月２７日付け（中資特第●●号）でそれぞれした過少申

告加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、亡乙（以下「本件被相続人」という。）の共同相続人のうちの一人である原告が、

本件被相続人からの相続（以下「本件相続」という。）において、相続財産中の借地権が設定

されている別紙２記載の各土地（以下「本件各土地」という。なお、別紙２中の「本件Ａ土

地」等の略語は以下においても用いる。）の評価額を、不動産鑑定士による鑑定評価により算

定した額として相続税の申告及び修正申告をしたところ、中野税務署長が、本件各土地につい

て、財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直審（資）１７国税庁長官通達。ただし、

平成２１年５月１３日課評３－６による改正前のもの。以下「評価通達」という。）によらな

い特別な事情があるとは認められず、過少評価となっているとして、平成２３年６月２９日付

けで、相続税の更正処分（以下「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処
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分（以下「本件第一次賦課決定処分」という。）をし、更に、平成２４年３月２７日付けで、

相続税の再更正処分（以下「本件再更正処分」という。）及び過少申告加算税の賦課決定処分

（以下「本件第二次賦課決定処分」といい、本件再更正処分及び本件第一次賦課決定処分と併

せて「本件各処分」という。）をしたことから、上記再更正処分には時価を超える評価をした

違法があるなどと主張して、本件各処分の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令等の定めについて 

（１）相続税法の定め 

 相続税法２２条は、同法第３章で特別の定めのあるものを除くほか、相続により取得した

財産の価額は、当該財産の取得の時における時価による旨を定めているところ、宅地につい

て同章で特別の定めはない。 

（２）評価通達の定め（乙１１） 

ア 評価通達１（２）は、財産の価額は、時価によるものとし、時価とは、課税時期（相続

により財産を取得した日等をいう。）において、それぞれの財産の現況に応じ、不特定多

数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額をいい、その

価額は、この通達の定めによって評価した価額による旨を定めている。 

イ 評価通達１１（１）は、宅地の評価は、原則として、市街地的形態を形成する地域にあ

る宅地については路線価方式によって行う旨を定めている。 

ウ 評価通達１３は、路線価方式とは、その宅地の面する路線に付された路線価を基とし、

評価通達１５から２０－５までの定めにより計算した金額によって評価する方式をいう旨

を定めている。 

エ 評価通達１４は、路線価は、宅地の価額がおおむね同一と認められる一連の宅地が面し

ている路線ごとに設定し、路線に接する宅地で、①その路線のほぼ中央部にあること、②

その一連の宅地に共通している地勢にあること、③その路線だけに接していること、④そ

の路線に面している宅地の標準的な間口距離及び奥行距離を有するく形又は正方形のもの

であることのすべての事項に該当するものについて、売買実例価額、公示価格（地価公示

法６条の規定により公示された標準地の価格をいう。以下同じ。）、不動産鑑定士等による

鑑定評価額、精通者意見価格等を基として国税局長がその路線ごとに評定した１㎡当たり

の価額とする旨を定めている。 

オ 評価通達１４－３は、路線価が設定されている地域内において、路線価の設定されてい

ない道路のみに接している宅地を評価する必要がある場合には、納税義務者からの申出等

により、当該道路を路線とみなして当該宅地を評価するための路線価（以下「特定路線

価」という。）を設定することができる旨及び特定路線価は、その特定路線価を設定しよ

うとする道路に接続する路線及び当該道路の付近の路線に設定されている路線価を基に、

当該道路の状況、評価通達１４－２に定める地区の別等を考慮して税務署長が評定した１

㎡当たりの価額とする旨を定めている。 

カ 評価通達２５（１）は、借地権の目的となっている宅地（以下「底地」ともいう。）の

価額は、評価通達所定の方法により評価した自用地としての価額から、同通達２７（借地

権の評価）の定めにより評価した借地権の価額（同項のただし書の定めに該当するときは、

同項の定める借地権割合を１００分の２０として計算した価額。）を控除した金額によっ

て評価する旨を定めている。 
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キ 評価通達２７は、借地権の価額は、その借地権の目的となっている宅地の自用地として

の価額に、当該価額に対する借地権の売買実例価額、精通者意見価格、地代の額等を基と

して評定した借地権の価額の割合（借地権割合）がおおむね同一と認められる地域ごとに

国税局長の定める割合を乗じて計算した金額によって評価する旨、ただし、借地権の設定

に際しその設定の対価として通常権利金その他の一時金を支払うなど借地権の取引慣行が

あると認められる地域以外の地域にある借地権の価額は評価しない旨を定めている。 

３ 前提事実（当事者間に争いがない事実並びに証拠（括弧内に掲記する。）及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実） 

（１）当事者等 

 本件被相続人は、平成２０年６月●日に死亡し、原告（本件被相続人の長男）は、他の共

同相続人ら（本件被相続人の妻、長女及び次女）とともに本件各土地を含む財産を相続した

（本件相続。甲１ａ・ｂ、弁論の全趣旨）。 

（２）本件各土地について 

 本件相続に係る相続財産の一部である本件各土地の概要は別紙３のとおりであり、本件各

土地の存する地域は、戸建て住宅、賃貸住宅等の立ち並ぶ地域である（本件各土地の位置関

係については別紙４の１・２参照）。本件各土地については、いずれも土地賃貸借契約が締

結されており、その内容は別紙５のとおりである。（甲１０、乙１９の１～１４、乙２０の

１～１４、弁論の全趣旨） 

（３）本件各処分の経緯等 

 本件各処分の経緯等は、別紙６及び以下のとおりである。 

ア 原告は、平成２１年４月２０日、中野税務署長に対し、本件相続に係る相続税（以下

「本件相続税」という。）の期限内申告書を提出した（以下「本件当初申告」という。）。

なお、原告は、本件当初申告において、本件各土地の評価額を、不動産鑑定士丙による鑑

定評価（甲１１ａ～１１ｎ。以下「丙鑑定」という。）により算定した額（別紙７－１

「丙鑑定」欄参照）として、本件相続税の額を計算した。（甲１ａ、１１ａ～１１ｎ、弁

論の全趣旨） 

イ 原告は、平成２３年６月２０日、中野税務署職員の調査に基づき、本件相続に係る相続

財産の一部（有価証券及び立替金）が本件当初申告において申告漏れであったとして、中

野税務署長に対し、本件相続税の修正申告書を提出した（以下「本件修正申告」という。

甲１ｂ、乙４、弁論の全趣旨）。 

ウ 中野税務署長は、原告に対して、平成２３年６月２９日付けで、本件修正申告により納

付すべき本税の額に対する過少申告加算税の賦課決定処分をした（乙５の１、２）。 

 また、中野税務署長は、本件各土地については評価通達によらない特別な事情があると

は認められないから、評価通達に基づいて評価すべきであるとして、同日付けで、原告に

対し、更正処分（本件更正処分）及び過少申告加算税の賦課決定処分（本件第一次賦課決

定処分）をした（甲２ａ、乙１）。 

エ 原告は、平成２３年８月２４日、上記ウの各処分に不服があるとして、中野税務署長に

対し、上記各処分の取消しを求める異議申立てをしたところ、中野税務署長は、同年１１

月２２日、上記異議申立てを棄却する異議決定をした。原告は、同年１２月２２日、国税

不服審判所長に対し、審査請求をした。（甲４、５） 
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オ 中野税務署長は、上記ウの更正処分において本件各土地の一部が過少に評価されていた

として、平成２４年３月２７日付けで、原告に対して再更正処分（本件再更正処分）及び

過少申告加算税の賦課決定処分（本件第二次賦課決定処分）をした（甲２ｂ、乙２）。 

カ 原告は、平成２４年４月２４日、上記オの各処分に不服があるとして、中野税務署長に

対し、上記各処分の取消しを求める異議申立てをした。中野税務署長は、同年５月１４日、

上記異議申立てにかかる異議申立書を東京国税不服審判所首席国税審判官に送付し（国税

通則法（平成２１年法律第１３号による改正前のもの。以下「通則法」という。）９０条

１項参照）、上記異議申立てについては、国税不服審判所長に対する審査請求がされたも

のとみなされた（同条３項参照）。（甲７、乙７） 

キ 東京国税不服審判所長は、上記エの審査請求及び上記カのみなし審査請求を併合審理の

上、平成２４年１２月１０日付けで、上記各審査請求をいずれも棄却する旨の裁決をした

（甲８、１０）。 

（４）本件訴えの提起 

 原告は、平成２５年６月３日、本件訴えを提起した。なお、原告は、当初は本件更正処分、

本件第一次賦課決定処分、本件再更正処分及び本件第二次賦課決定処分の各取消しを求める

とともに、上記（３）キの審査請求棄却裁決の取消しを求めていたが、同年１１月１日に実

施された本件の第２回口頭弁論期日において、本件更正処分及び上記裁決の取消しを求める

部分を取り下げた。 

 本件訴訟においては、本件各土地の価額について、原告から丙鑑定の鑑定書（甲１１ａ～

１１ｎ）が提出されたほか、被告から不動産鑑定士丁作成の鑑定書（乙５５の１）及び意見

書（乙５８）が提出されている（以下、併せて「丁鑑定」という。）。また、当裁判所も、不

動産鑑定士戊による鑑定を実施した（不動産鑑定評価書及び補充鑑定書。以下、「戊鑑定」

といい、上記不動産鑑定評価書を「本件鑑定書」という。）。本件各土地の評価通達による評

価額及び上記各鑑定による評価額は、別紙７－１のとおりである。 

４ 被告の主張する課税の根拠及び本件各処分の適法性 

 被告の主張する課税の根拠及び本件各処分の適法性は、別紙８のとおりである。なお、原告

は、後記５の争点に関する部分を除く部分については明らかに争わない。 

５ 主な争点及び当事者の主張の要旨 

 本件の主な争点は、本件相続時における本件各土地の相続税評価額であり、これに関する当

事者の主張の要旨は以下のとおりである。 

（被告の主張の要旨） 

（１）相続税法上の「時価」及び課税処分の適法性の判断枠組み 

ア 相続税法２２条にいう時価とは、相続財産の取得の時において、それぞれの財産の現況

に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われた場合に通常成立する価額、すなわ

ち、客観的な交換価値をいうところ、相続財産の客観的な交換価値を個別に評価するより

も、あらかじめ定められた評価方式によりこれを画一的に評価する方が納税者間の公平・

便宜、徴税費用の節減という見地からみて合理的であることから、課税実務上は、評価通

達によって定められた画一的な評価方式によって相続財産を評価することとされている。 

イ そして、評価通達に定められた評価方式が合理的なものである限り、これが形式的に全

ての納税者に適用されることによって租税負担の実質的な公平をも実現することができる
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から、特定の納税者あるいは特定の相続財産についてのみ評価通達に定める方式以外の方

法によってその評価を行うことは、納税者間の実質的負担の公平を欠くことになり許され

ない。 

ウ 評価通達に基づく相続財産等の評価方法は、相続税法２２条が規定する財産の時価すな

わち客観的交換価値を評価・算定する方法として一定の合理性を有するものと一般に認め

られ、単に課税庁内部の行為準則ににとどまらず、一般の納税者が準拠すべき指針として

も通用してきていることに照らせば、相続税に係る課税処分の取消訴訟において、課税庁

が当該課税処分における課税価格ないし税額の算定を評価通達の定めに従って相続財産の

価額を評価してしたものであることを評価通達の定めに即して主張・立証した場合には、

その課税処分における相続財産の価額は「時価」すなわち客観的交換価値を適正に評価し

たものと事実上推認することができる。 

 よって、評価通達に定める評価方法により算出した評価額に基づく課税処分の適法性の

判断枠組みについては、評価通達の定める評価方法が適正な時価を算定する方法として一

般的な合理性を有するものであり、かつ、当該評価方法に従って評価額が算出されている

場合には、当該評価方法によっては適正な時価を適切に算定することのできない特別の事

情の存しない限り、当該評価額は評価対象財産の客観的な交換価値としての適正な時価を

上回るものではないと推認するのが相当であり、当該評価額に基づく課税処分は適法なも

のと認められる。 

 ところで、不動産鑑定士による鑑定評価額も、それが公正妥当な不動産鑑定理論に従う

としても、なお鑑定士の主観的な判断及び資料の選択過程が介在することを免れず、鑑定

人が異なれば、同一の宅地についても異なる評価額が出てくることは避けられないという

意味で、宅地の客観的交換価値にはある程度の幅があるとみざるを得ないから、単に、あ

る不動産鑑定評価により算出された評価額が評価通達に基づく評価額を下回っていること

のみをもって、評価通達によらないことが相当と認められる特別の事情が存するとするこ

とは相当ではなく、また、評価通達による評価額が時価であることの推認が妨げられるも

のでもないというべきである。 

（２）借地権価額控除方式の一般的合理性について 

 評価通達２５に定める底地の評価方法は、その宅地の価額から借地権の価額を控除した金

額によって評価する方式（以下「借地権価額控除方式」という。）であるところ、借地権価

額控除方式は、土地に借地権が設定されている事実（客観的要素）のみを考慮し、契約当事

者間の個別事情の影響を受けた主観的要素を排除した評価方式であるから、客観的な交換価

値という相続税法２２条の趣旨に沿うものといえる。そして、以下に述べるところからすれ

ば、借地権価額控除方式には一般的合理性が認められるというべきである。 

ア まず、借地権割合に基づく借地権の評価方法は、借地権が売買される場合の取引価額の

決定や新規の借地権を設定する場合の権利金の決定において、更地価格に対する一定割合

を基準として話し合い、決定していたという事例を踏まえて相続税の評価方法として採用

され、定着していったものであり、現実の取引において成立する借地権の経済的価値を適

切に反映して一定の割合として定めたものであると認められる。 

イ そして、借地権価額控除方式は、更地について借地権が設定されたことにより更地の価

額から借地権の価額に相当する権利が失われ、借地人にその権利が移行する一方、土地の
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所有者には更地の価額から借地人に移行した借地権の価額を差し引いた価額及び権利が残

るという経済的実態及び論理的計算に従ったものであり、合理性がある考え方である。 

ウ 底地の購入者は、一般的に、借地権存続中の地代のみならず借地権消滅後に復帰する更

地を取得することも念頭において底地を購入するものと想定され、その場合、底地の価額

は、将来的に自用地に復帰する可能性を潜在的に含んだものとして形成されることからす

ると、借地権価額控除方式、すなわち、「貸宅地の価額＝自用地としての価額（更地価

額）－借地権の価額」の算式は、借地人と底地の所有者との間で底地の売買が行われて同

一の所有者に所有権が帰属する場合のみならず、底地の所有者と第三者との間で底地の売

買が行われた場合であっても当然に妥当する。 

（３）借地権価額控除方式によっては適正な時価を適切に算定することのできない特別の事情が

ないことについて 

ア 本件各土地は一般的な住宅地に存在する土地であり、普通借地権に係る一般的な土地賃

貸借契約が締結されているというものであるから、評価通達に定める評価方法によっては

適正な時価を適切に算定することのできない特別の事情はない。 

イ 原告は、本件各土地については完全所有権に復帰する可能性が極めて低いと考えられる

ことを理由として、本件各土地の評価においては、評価通達によらないことが相当と認め

られる特別の事情が存在する旨も主張するが、本件相続後の事情ではあるものの、本件Ｍ

土地及び本件Ｎ土地は、原告又は原告の関係法人が借地上の建物を買い取ることにより借

地権が消滅あるいは事実上消滅したことがうかがわれるから、本件各土地は将来借地権と

併合して完全所有権に復帰する可能性が極めて低いとは認められない。 

ウ 原告は、戊鑑定における還元利回り及び割引率の査定、増改築承諾料の現在価値の加算

並びに比準価格の採用を修正して独自に本件各土地の価額を算定し、これが借地権価額控

除方式により算定される評価額を著しく下回っていることを理由として、上記特別の事情

がある旨主張するが、戊鑑定は、戊鑑定人の職業専門家としての知識、経験及び判断に基

づく一連の厳格かつ秩序的な手順によって行われた鑑定であり、その鑑定評価の過程の一

部の事項を取り上げて、当該事項を適当に他の数値に置き換えることによって独自の評価

額を計算し直したとしても、当該計算によって得られた独自の評価額が適正な時価を表し

ている鑑定評価額とはいえない。 

エ そもそも、上記（１）ウにおいて述べたところからすれば、単に鑑定評価額が評価通達

に基づく評価額を下回るというだけでは特別の事情があるとはいえず、また、評価通達に

基づく評価額が時価であるとの推認が否定されるものでもない。 

（４）本件各土地の時価について 

ア 以上のとおり、本件各土地を評価するに当たり適用される評価通達２５の定め（借地権

価額控除方式）は合理的なものであり、また、本件各土地については、同通達によらない

ことが相当と認められる特別の事情が存するとも認められないから、同通達に基づき算出

された本件各土地の評価額は、本件各土地の客観的交換価値を適正に評価したものと推認

されるが、上記評価額が時価として適正であることは、以下のとおり、丁鑑定及び戊鑑定

の各鑑定評価額からも認められる。 

イ 丁鑑定について 

 丁鑑定は、不動産鑑定評価基準（平成１９年４月２日付け国土地第３２１号の３による
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国土交通事務次官通知「不動産鑑定評価基準等の一部改正について（通知）」による改正

後のもの。以下「鑑定評価基準」という。乙２３）に従い、収益還元法に基づく収益価格

及び取引事例比較法に基づく比準価格を関連付けて、底地である本件各土地の鑑定評価額

を求めている。具体的には、取引事例比較法により本件各土地の更地価格及び底地価格を

算定するとともに、収益還元法により底地の純収益の現在価値の総和に土地の復帰価格の

現在価値を加算する方法及び純収益を永久還元する方法により算出した各試算価格を比較

考量して収益価格を算定し、上記各試算価格の特性及び底地の経済価値の本質などを総合

的に考慮し、各試算価格を加重平均した額を本件各土地の鑑定評価額としている。 

 丁鑑定の鑑定評価額は、鑑定評価基準などの公正妥当な鑑定理論に従い、適切で合理的

な根拠に基づき適正に鑑定されたものであり、本件各土地の正常価格を表示する適正な価

格を表すものであるところ、評価通達に定める評価方式によって評価した本件各土地の価

額は、いずれも丁鑑定の鑑定評価額を超えないことに照らしても、評価通達に定める評価

方式により評価した本件各土地の価額は、相続税法２２条に規定する「時価」として適正

なものである。 

ウ 戊鑑定について 

（ア）以下の点からすれば、戊鑑定は、丁鑑定と比較すれば合理性が劣るものの、おおむね

合理性を有すると認められるところ、戊鑑定の鑑定評価額からも、評価通達に基づき算

出された本件各土地の評価額は時価として適正であるといえる。 

ａ 鑑定評価基準においては、底地の価格についての収益還元法の適用に当たり、借地

権が消滅し完全所有権に復帰することによる経済的利益を考慮すべきものとされてい

るところ、丁鑑定はこれを考慮しているが、戊鑑定はこれを考慮していない。特に、

本件Ｍ土地及び本件Ｎ土地については、戊鑑定が行われた時点までに、原告又は原告

の関係法人が借地上の建物を買い取ることにより借地権が消滅あるいは事実上消滅し

たことがうかがわれるから、当然に復帰価格を考慮すべきである。 

ｂ 鑑定評価基準においては、取引事例比較法の適用に当たり、同一需給圏とは、一般

に対象不動産と代替関係が成立して、その価格の形成について相互に影響を及ぼすよ

うな関係にある他の不動産の存する圏域とされているところ、丁鑑定ではこれに沿う

取引事例を採用しているが、戊鑑定は、本件各土地が所在する中野区のほか、隣接す

る杉並区、練馬区、豊島区、新宿区及び渋谷区の住宅地域を同一需給圏とした上で、

本件各土地の用途地域（第一種低層住居専用地域）とは異なる用途地域（第一種住居

地域、第一種中高層住居地域、第二種住居地域）における取引事例を選択しており、

丁鑑定よりも合理性が劣る。 

ｃ 鑑定評価基準においては、取引事例比較法の適用に当たり、取引事例が特殊な事情

を含み、これが当該事例に係る取引価格に影響していると認められるときは、適正な

補正を行うものとされているところ、戊鑑定は、事情補正を要する特殊な取引である

競売市場における取引事例を採用しているから、適正な補正をする必要があるが、こ

のような補正をしたことをうかがわせる記載はない。 

（イ）上記のとおり、戊鑑定は、丁鑑定と比較すれば合理性が劣るものの、おおむね合理性

を有すると認められるところ、戊鑑定における本件各土地の鑑定評価額は、その大半と

もいえる１１画地で借地権価額控除方式によって算定した評価額を上回るものであり、
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これを下回った残りの３画地（本件Ａ土地、本件Ｍ土地、本件Ｎ土地）についても、借

地権価額控除方式によって算出した評価額と戊鑑定の鑑定評価額との開差の割合は１．

７９％～１２．０３％であり、看過できないほどの開差は生じていない。このように、

戊鑑定の鑑定結果から検討しても、借地権価額控除方式が底地の時価を算定するための

評価方法として一般的な合理性を有するものであるといえる。 

エ 丙鑑定について 

 原告が提出する丙鑑定については、収益価格の算定において、一般の住宅地に存する宅

地の評価に適用するのがふさわしくないＤＣＦ法を用いていること、複数の収益価格を算

定し一定の割合でこれを加重平均するという鑑定評価方法は原告独自のものであること、

割引率及び最終還元利回りの査定に合理性がないことなどから、鑑定評価基準に従ってお

らず、適正な時価を表したものであるとは認められない。 

オ 本件再更正処分の適法性について 

 以上のとおりであり、仮に本件各土地には評価通達によっては適正に評価し得ない特別

の事情があるとして、評価通達によらずに評価する場合であっても、丁鑑定に合理性が認

められるから、その鑑定評価額を時価とすべきであり、その場合、本件再更正処分は、丁

鑑定による鑑定評価額を下回る評価額に基づき行われているのであるから適法である。 

 また、仮に戊鑑定による鑑定評価額を時価とすべきであるとしても、本訴において被告

が主張する本件各土地の評価額の合計額は１億６８６４万２８７９円であるところ、戊鑑

定における本件各土地の鑑定評価額の合計額は１億８１３８万円であり、本件各土地の被

告主張額を総額で上回るから、本件再更正処分は適法である。 

（原告の主張の要旨） 

（１）課税処分の適法性の判断枠組み 

 評価通達は国税庁長官によって発出された通達であって、法形式上は行政内部の機関や職

員に対する関係で拘束力を有する行政規則にすぎず、国民に対して効力を有する法令として

の性質を有するものではない。よって、課税庁が特段の事情がないにもかかわらず、評価通

達に基づくことなく納税者に不利益な課税処分を行うことは許されないが、納税者による評

価通達以外の方法による財産評価が法的に禁止されるわけではない。評価通達の内容が法令

の趣旨に沿った合理的なものである限り、これに従った課税庁の処分が一応適法なものであ

るとの推定を受けることは認めるが、納税者が反対証拠を提出して通達に基づく課税処分の

適法性を争うことは何ら妨げられず、評価通達による評価額が「時価」を上回る場合には、

これを採用した課税処分は違法となる。 

（２）借地権価額控除方式の一般的合理性について 

 原告としても評価通達という画一的な評価方式による統一的な処理の必要性は理解するが、

評価通達による評価が認められるのは、あくまで当該評価方式により算定される評価額が適

正な時価評価額と同等以下となるような内容の評価方式を定めた場合に限られる。以下に述

べるところからすれば、底地については、個別に時価評価を実施した場合の評価額が評価通

達によって算定される評価額を下回るのが通常であるから、借地権価額控除方式を定めた評

価通達２５は、納税者に過大な負担を課す不合理なものである。 

ア 底地には借地借家法等によって強力に保護された借地権が付着しているから、底地の所

有権を取得したからといって土地の利用権を得ることはまず不可能である一方、低廉な地
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代が設定されているため、固定資産税等の負担や管理の手間と費用を考慮すると収益性が

極めて低く、第三者が底地を購入する利点がほとんどないことから、自由市場で底地を第

三者に売却することは非常に困難である。 

イ 上記アのとおり、換価が困難で流通性が低いという底地の特殊性から、底地を第三者に

売却する場合には、低廉な地代を基準とした収益価格による算定が標準となり、その結果、

底地の時価は更地価格の１０％～１５％となってしまい、借地権価額控除方式による評価

額での売却は到底困難であるというのが不動産業界及び不動産鑑定業界における一般的な

認識である。戊鑑定においても、「底地の正常価格＝更地価格の正常価格－借地権の正常

価格の式は成り立たないと考える。」旨が明確に指摘されているところである。 

ウ 底地価格及び借地権割合は、地主と借地権者との当事者間における割合を想定したもの

であって、底地を借地権者に対して売却する場合の価格（限定価格）の算定に当たっては

参考とされるものの、借地権者以外の第三者を相手方とする自由取引での市場価格として

は、借地契約による制約等によって「底地価格＋借地権価格」は更地価格とはならない。

原告及び原告の母が過去３年間に借地権を買い取った事例（甲１３ａ～ｃ参照）において

も、底地の価額は評価通達に基づいて計算された底地の価額の２８％～７２％にすぎない。 

エ 被告は、借地権割合は借地権の経済的価値を適切に反映したものであり、底地について

は借地権が設定されたことにより借地権の価額に相当する権利が失われ借地権価額を控除

した価値が残るという意味で経済的実態及び論理的計算に従ったものであり合理性がある

と主張するが、借地権については取引市場が存在し借地権割合が現実の取引についても利

用されている一方で、底地については第三者間での取引が極めて困難であり、その結果、

第三者間での取引価格（客観的交換価値）が「更地価額－借地権価額」を著しく下回ると

いう経済的実態があることが問題なのであるから、上記説明は不合理である。 

（３）借地権価額控除方式によっては適正な時価を適切に算定することのできない特別の事情が

あることについて 

 以下に述べるところからすれば、本件各土地の評価については、評価通達によらないこと

が相当であると認められる特別の事情がある。 

ア 「特別の事情」を広く認める必要があること 

 本件においては、上記（２）のとおり、そもそも、借地権価額控除方式を定める評価通

達による時価の推認に著しい疑義が存在するから、個別鑑定による時価評価等、他の合理

的な時価の評価方式によることを広く認める必要がある。 

 しかるに、本件各土地の適切な時価評価額は、後記（４）ウ及びエで述べるように、戊

鑑定のうち妥当性を欠いている部分を修正をしたものとすべきであり、その内容は別紙７

－２の「収益価格」欄のとおりである。そして、これらは、いずれも借地権価額控除方式

により算定される評価額を著しく下回っている。 

イ 完全所有権に復帰する可能性が極めて低いこと 

 借地権価額控除方式による底地の評価については、将来底地権者が借地権を買い取るこ

と等によって完全所有権に復帰する潜在的価値にも着目して価格形成されていると解され

るが、本件各土地のうち、２画地を除く１２画地については、いずれも借地権者が借地上

に住宅を建築して自宅として使用しており、更新が繰り返され、極めて長期間借地契約が

継続している。また、上記１２画地のうち８画地の借地上の建物については、築年数が鑑
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定上の経済的耐用年数を超えているにもかかわらず、建替えが実施されていない。このよ

うな実態からすると、借地権者は資金的に余裕がないため底地を購入する可能性は極めて

低く、また、借地権を底地人に売却して他の場所に移転する意思もないものと推認され、

将来借地権と併合して完全所有権となる可能性は極めて低い。 

 また、本件各土地については、一筆の土地の上に複数の借地権が設定されているため、

完全所有権に復帰させ処分するためには分筆を実施する必要があり、測量や経緯確認等に

膨大な費用と手間が必要となる。このような点からも、本件各土地について、完全所有権

に復帰する可能性は低い。 

（４）本件各土地の時価について 

ア 丙鑑定について 

 原告は、本件当初申告において、本件各土地の評価額を丙鑑定に基づいて算定した。丙

鑑定が不適切であるとする被告の主張はいずれも理由がない。 

イ 丁鑑定について 

 丁鑑定は、比準価格の算定に当たり、借地権者が底地を買い取る場合の取引事例を採用

しているところ、かかる取引価格は限定価格であって、第三者取引価格とは全く性質が異

なることから、市場性の回復等の増分価値による補正を行う必要があるにもかかわらず、

一切補正等が行われていないため、不当に高額な鑑定結果となっている。 

 また、収益価格の算定に当たっても、借地契約の解約は困難であることを認めているに

もかかわらず、本件各土地について一律に残存期間を２５年と設定し、復帰価値を加算し

ているが、本件各土地については平均残存期間２５年で更地に復帰する可能性は極めて低

く、妥当ではない。 

 なお、本件Ｍ土地及び本件Ｎ土地について、原告ないし原告の関連会社が借地権を購入

できたのは、たまたま原告に購入資金があり、たまたま借地人が売却に応じたからであり、

このような可能性は極めて低い。 

 よって、丁鑑定には合理性が認められない。 

ウ 戊鑑定について 

 戊鑑定は、収益価格の算定に当たって永久還元法を採用しており、そのこと自体に異議

はないが、以下のとおり、一部について合理性、妥当性を欠いており、その評価額は適正

なものではないから、後記エのとおり、必要な修正を行う必要がある。 

（ア）戊鑑定は、還元利回り及び割引率の査定が低率すぎ妥当性を欠いており、結果として

収益価格が不当に高額に評価されている。すなわち、戊鑑定では長期金利に不動産の個

別性を加味して還元利回り（２．４％）及び割引率（１．９％）を査定しているが、不

動産の個別性の判断に当たり、非流動性及び管理の困難性を考慮せず、資産としての安

全性も高いものと誤った評価をしている。戊鑑定の還元利回り及び割引率の査定は、丁

鑑定（還元利回り５．５％、割引率５．５％）や丙鑑定（還元利回り１０％、割引率

９％）と比較しても低率すぎる。 

（イ）増改築承諾料の現在価値の加算について、過去の実績や将来における受領可能性を無

視している。すなわち、戊鑑定は、本件各土地のうちの１０画地について、価格時点後

１０年に一律に更地価格の３％に相当する増改築手数料が得られるものとして現在価値

を加算しているが、本件各土地の賃貸借契約において、過去に借地人から増改築手数料



11 

を受領した実績はないし、借地上の建物について増改築が実施される可能性もない。 

（ウ）取引事例比較法の適用に当たり、競売による取引事例しかなく、適切な事例が集積で

きなかったことから比準価格に信頼性がないとする一方、取引価格の下限を示す価格と

して部分的にとはいえ比準価格を採用している。 

エ 原告が本件訴訟で主張する本件各土地の適正な評価額 

 上記ウ（ア）～（ウ）の点を修正し、適正な還元利回りを４．９％、割引率を４．５％

とし、本件各土地上の建物の増改築時期については建築基準法の新耐震基準となった昭和

５７年よりも前に建築された建物については価格時点後１０年、昭和５７年以後に建築さ

れた建物については価格時点後２０年とした上で増改築承諾料の現在価値を加算し、適切

な根拠を欠く比準価格は採用しないこととして算定した本件各土地の適正な評価額は別紙

７－２の「収益価格」欄のとおりである。 

 なお、被告は、原告主張の上記適正評価額について、不動産鑑定士としての専門的知見

等に基づくことなく、独自に戊鑑定における還元利回り等を操作して評価額を計算したも

のにすぎない旨主張するが、上記適正評価額は、原告が専門的知見を有する不動産鑑定士

に意見を求めた結果得られたものであるから（甲２１）、上記批判は当たらない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 判断枠組みについて 

 相続税法２２条は、特別の定めのあるものを除き、相続により取得した財産の価額は、相続

の時における時価による旨を規定しているところ、同条に規定されている「時価」とは、当該

財産の客観的交換価値をいうものと解される。 

 ところで、財産の客観的交換価値は、必ずしも一義的に確定されるものではなく、これを個

別に評価すると、その評価方法及び基礎資料の選択の仕方等によっては異なる評価額が生じる

ことが避け難いし、また、課税庁の事務負担が重くなり、課税事務の迅速な処理が困難となる

おそれがある。そこで、課税実務上は、法に特別の定めのあるものを除き、財産評価の一般的

基準が評価通達によって定められ、原則としてこれに定められた画一的な評価方法によって、

当該財産の評価を行うこととされている。このような扱いは、税負担の公平、納税者の便宜、

徴税費用の節減といった観点からみて合理的であり、これを形式的にすべての納税者に適用し

て財産の評価を行うことは、通常、税負担の実質的な公平を実現し、租税平等主義にかなうも

のである。そして、評価通達の内容自体が財産の「時価」を算定する上での一般的な合理性を

有していると認められる限りは、評価通達の定める評価方法に従って算定された財産の評価額

をもって、相続税法上の「時価」であると事実上推認することができるものと解される。 

 もっとも、評価通達の上記のような趣旨からすれば、評価通達に定める評価方法を画一的に

適用することによって、当該財産の「時価」を超える評価額となり、適正な時価を求めること

ができない結果となるなど、評価通達に定める評価方法によっては財産の時価を適切に評価す

ることのできない特別の事情がある場合には、不動産鑑定士による不動産鑑定評価によるなど

の他の合理的な評価方法により「時価」を評価するのを相当とする場合があると解されるもの

であり、このことは、評価通達６が、「この通達の定めによって評価することが著しく不適当

と認められる財産の価額は、国税庁長官の指示を受けて評価する。」と定め、評価通達自らが

例外的に評価通達に定める評価方法以外の方法をとり得るものとしていることからも明らかで

ある。 
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 以上によれば、評価通達に定める方法によっては財産の時価を適切に評価することのできな

い特別の事情のない限り、評価通達に定める方法によって相続財産を評価することには合理性

があるというべきである（最高裁平成●●年（○○）第●●号同２２年７月１６日第二小法廷

判決・集民２３４号２６３頁参照）。 

２ 借地権価額控除方式の一般的合理性について 

（１）借地権は、借地借家法等によってその存続期間が保障され、借地権者に契約更新請求権、

建物の買取請求権等が付与されているところ（同法３～５条、１３条等参照）、このような

法的規律を背景とし、借地権者には、土地を長期間占有し得る安定的利益や、適正な賃料と

実際支払賃料との乖離が持続するために生ずる経済的価値などが帰属することになることを

基礎として、借地権の設定に際しその設定の対価として通常権利金その他の一時金を支払う

など借地権の取引慣行があると認められる地域が存在する。 

 評価通達は、建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権（借地借家法２条１号）の

うち、同法２２条から２５条までの規定により定められている定期借地権等以外のものを、

「借地権」と定義した上（評価通達９（５）。以下「普通借地権」という。）、普通借地権の

目的となっている宅地における借地権の価額（以下「借地権価額」という。）について、当

該宅地が借地権の取引慣行があると認められる地域にある場合には、当該宅地の自用地とし

ての価額に、借地権割合を乗じて計算した金額によって評価することとする一方（評価通達

２７）、普通借地権の目的となっている宅地（底地）の価額について、自用地としての価額

から、上記の通達の定めにより評価した借地権価額を控除した金額によって評価する旨を定

めている（評価通達２５。借地権価額控除方式）。 

 宅地が借地権の取引慣行があると認められる地域にある場合、借地権の売買実例価額等を

参考として、一定の地域ごとに適用可能な借地権割合を定めた上、その借地権割合を用いて

普通借地権の価額を算定することは、課税上の合理性があることが明らかである。また、上

記のような地域において、ある宅地につき普通借地権が設定されている場合、理論的には、

宅地という一つの有体物の客観的価値全体が、普通借地権を有する者と宅地（底地）の所有

者との間で分割されている状態にあると評価することにも、相応の合理性があるということ

ができる。 

 評価通達２５の定める借地権価額控除方式は、このように、底地の価額をその地域の借地

権取引の状況等を踏まえて定められた借地権割合を乗じて算定される当該土地の借地権価額

との相関関係において捉え、自用地としての価額から借地権価額を控除して残余の土地の経

済的価値を把握しようとするものであり、底地の客観的交換価値に接近する方法として相応

の合理性を有すると考えられる方法の一つであるということができる。 

（２）この点に関し、原告は、底地については換価が困難で流通性が低いという特殊性があり、

第三者に売却する場合には、低廉な地代を基準とした収益価格による算定が標準となり、そ

の結果、底地の時価は更地価格の１０％～１５％となってしまい、借地権価額控除方式によ

る評価額での売却は到底困難である、底地価格及び借地権割合は、地主と借地権者との当事

者間における割合を想定したものであって、底地を借地権者に対して売却する場合の価格

（限定価格）の算定に当たっては参考とされるものの、借地権者以外の第三者を相手方とす

る自由取引での市場価格としては、「底地価格＋借地権価格」は更地価格とはならないなど

として、底地については、個別に時価評価を実施した場合の評価額が評価通達によって算定
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される評価額を下回るのが通常であるから、借地権価額控除方式を定めた評価通達２５は、

納税者に過大な負担を課す不合理なものである旨主張し、これに沿う証拠（甲１７～２０）

を提出する。 

 そこで検討するに、一般に、宅地につき借地権の取引慣行があると認められる地域である

としても、底地につき同様の取引慣行があるということはできず、底地の市場性は、借地権

のそれとは全く異なる状況にあり、また、底地のみが取引されることがあるとしても、借地

契約の当事者間での売買のほうが通常であり、第三者間での取引については市場が相当限定

されているものと推測される（本件鑑定書３２頁、丙鑑定（甲１１ａ～１１ｎ）の各「試算

価格の調整及び鑑定評価額の決定」欄及び「Ⅶ．近隣地域の概要」「不動産市場の動向」

「（Ｂ）底地」欄、丁鑑定（乙５５の１）の４７頁参照）。そして、本件各土地の近隣で実際

に観察できる底地の売買についてみても、借地権者による底地の買取の事例（丁鑑定におい

て取引事例比較法の対象となった取引事例）と、競売市場での売却事例（戊鑑定において取

引事例比較法の対象となった取引事例）が認められる程度であり、被告の調査した売買事例

（乙５０）によっても、純粋な第三者による取引事例は把握できない。 

 上記のような取引の状況からすると、底地は、第三者が取引を行うような一般的な市場及

びそこにおける取引相場を想定することは困難であり、むしろ、取引があるとすれば将来的

に借地契約の当事者間において売買が行われることが通常であるという特殊な財産であると

いうべきである。そうすると、このような底地の特性を踏まえつつ、底地につきそれ自体と

しての客観的交換価値を把握するには、①底地の状態が当分の間は継続することを念頭にお

き、その状態において地代収入が生じることにより得られる経済的利益と、②将来、底地の

取引形態としては通常である借地契約の当事者間での売買（借地権者による底地の買取等）

が行われるであろうことを念頭におき、その場合において宅地全体に復帰することになるで

あろう経済的利益の現在価値とを共に考慮することが相当であると解される。 

 この点、鑑定評価基準（乙２３）が、「底地の価格は、借地権の付着している宅地につい

て、借地権の価格との相互関連において賃貸人に帰属する経済的利益を貨幣額で表示したも

のである。賃貸人に帰属する経済的利益とは、当該宅地の実際支払賃料から諸経費等を控除

した部分の賃貸借等の期間に対応する経済的利益及びその期間の満了等によって復帰する経

済的利益の現在価値をいう。底地の鑑定評価額は、実際支払賃料に基づく純収益等の現在価

値の総和を求めることにより得た収益価格及び比準価格を関連づけて決定するものとする。」

（各論第１章第１節Ⅰ３．（２）、４０９～４１０頁）としているのは、上記で判示したとこ

ろと同趣旨と解される。 

 以上のとおりであるから、将来的にも完全所有権の復帰がおよそ考え難いというような特

殊な事情がある場合はともかくとして、少なくとも借地契約終了後に完全所有権が復帰する

ことが予定されている通常の借地契約に係る底地の時価については、地代徴収権に代表され

る借地契約存続中の収益に対応する価値のみならず、借地契約の終了後に復帰することとな

る借地権の負担のない所有権に対応する価値を含むものと捉えるべきであり、第三者に売却

する場合には低廉な地代を基準とした収益価格による算定が標準となるとする原告主張の方

法は、底地の客観的交換価値の全てを適切に表すものとはいい難く、これを底地の時価とみ

るのは相当ではないというべきである。 

 なお、戊鑑定は、競売市場での売却事例を取引事例として、取引事例比較法により本件各
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土地の比準価格を求めているところ、その比準価格は、本件各土地の更地価格の約２０～２

４％となっている（別紙７－１「戊鑑定・比準価格・底地割合」欄参照）。この比準価格は、

戊鑑定において正常価格の下限を示す価格として捉えられているものであるが（戊鑑定３９

頁）、その水準でさえも、原告が主張するような更地価格の１０％～１５％よりも相当程度

高いものであるということができる。 

（３）以上を踏まえて借地権価額控除方式の一般的合理性について検討するに、①上記（１）の

とおり、評価通達２５の定める借地権価額控除方式は、底地の価額をその地域の借地権取引

の状況等を踏まえて定められた借地権割合を乗じて算定される当該土地の借地権価額との相

関関係において捉え、自用地としての価額から借地権価額を控除して残余の土地の経済的価

値を把握しようとするものであり、このような考え方は、底地の客観的交換価値に接近する

方法として相応の合理性を有すること、②他方で、上記（２）のとおり、低廉な地代を基準

とした収益価格による算定を標準として底地の時価とみる原告主張の方法は相当ではないと

いうべきことに加え、③底地の価額や借地権価額の算定の前提である自用地としての価額の

基礎となる路線価の付設に当たっては、評価の安全性を考慮して各年１月１日時点の公示価

格と同水準の価格のおおむね８０％程度を目途として評定するという控え目な運用が行われ

ており（乙１６参照）、借地権価額控除方式により算出された底地の価額が直ちに時価を超

えることとなるわけではないと考えられること、④およそ完全所有権への復帰の可能性があ

るとは考え難い場合など、評価通達に定める評価方法によっては財産の時価を適切に評価す

ることのできない特別の事情がある場合には、借地権価額控除方式によらずに時価を算定す

ることが可能であること（評価通達６）をも考慮すると、評価通達２５の定める借地権価額

控除方式は、底地の客観的交換価値を算定する上での一般的な合理性を有していると認めら

れる。この点に関する原告の主張は採用することができない。 

３ 借地権価額控除方式によっては適正な時価を適切に算定することのできない特別の事情の有

無について 

（１）原告は、本件各土地の借地権者が住宅を建築して自宅として使用していること、借地契約

の更新が繰り返され、極めて長期間借地契約が継続していること、築年数が鑑定上の経済的

耐用年数を超えているにもかかわらず、建替えが実施されていない建物があることなどから、

借地権者は資金的に余裕がないため底地を購入する可能性は極めて低く、借地権を底地人に

売却して他の場所に移転する意思もないものと推認され、将来完全所有権となる可能性は極

めて低いと主張する。 

 しかし、原告が指摘する上記の事情は、宅地に設定された普通借地権において通常見受け

られるものであり、そのこと自体から、将来完全所有権に復帰する可能性が絶無であること

を意味するものとはいえない。実際にも、本件Ｍ土地及び本件Ｎ土地については、本件相続

後ではあるものの、原告又は原告の関係法人が借地上の建物を買い取ることにより借地権が

消滅あるいは事実上消滅したことがうかがわれるところ（甲１２ｆ、乙３４の２、５５の１

末尾から３枚目及び７枚目、乙７２）、本件Ｍ土地及び本件Ｎ土地とこれら以外の本件各土

地との間で、特に事情が異なるとみるべき点も見当たらないことからすれば、その他の本件

各土地についても、完全所有権となる可能性が潜在しているというべきである。 

 さらに、原告は、本件各土地については一筆の土地の上に複数の借地権が設定されている

ため、完全所有権に復帰させ処分するためには分筆を実施する必要があり、測量や経緯確認
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等に膨大な費用と手間が必要となる旨も主張するが、このことから直ちに、本件各土地につ

いて完全所有権に復帰する可能性が低いとはいえない。 

 よって、原告の上記主張は採用することができない。 

（２）原告は、借地権価額控除方式を定める評価通達による時価の推認に著しい疑義が存在する

から、個別鑑定による時価評価等、他の合理的な時価の評価方式によることを広く認める必

要があると主張する。 

 そして、本件においては、原告がその申告の基礎となった丙鑑定（甲１１ａ～１１ｎ）を

提出し、被告が丁鑑定（乙５５の１、乙５８）を提出したところ、当裁判所においては、戊

鑑定を実施した上、これらの各鑑定を参照しつつ、底地の合理的な評価方法について審理し

てきたところである。 

 そこで、上記のような原告の主張及び訴訟の経緯に鑑み、上記各鑑定の信用性について検

討する。 

ア 丙鑑定（甲１１ａ～１１ｎ）の内容 

 丙鑑定は、借地期間満了時以降も賃貸借の継続を想定したシナリオＡと期間満了時に賃

貸借契約終了の上第三者への売却を想定したシナリオＢの２手法について収益価格を試算

するものであり、その手順の概要は以下のとおりである。 

（ア）本件各土地ごとに投資用不動産としての分析期間を想定し、各期の純収益と分析期間

終了時の試算価格を求め、それぞれの現在価値の総和を基礎として収益価格の試算価格

を求める（ＤＣＦ法）。シナリオＡにおいては、借地期間満了後も契約が更新されて賃

貸借契約が継続することを想定し（分析期間は各土地ごとに１５年又は１９年と設定さ

れている。）、対象不動産ごとに予測した更新料や増改築（建替）承諾料（いずれも更地

価格の３％）を加算して試算されている。 

（イ）シナリオＢにおいては、借地期間（各土地ごとに３年～１９年と設定されている。）

満了時に賃貸借契約が終了し、更地として第三者に売却することを前提としており、借

地期間満了時に復帰するであろう更地価格の現在価値を加算して試算されている。 

（ウ）上記（ア）、（イ）の試算において現在価値を求めるのに用いられる割引率については、

「１０年国債流通利回り」直近の概ねの平均値１．５％に「リスクプレミアム」２．

５％、「流動性欠如プレミアム」２％、「資産としての安全性プレミアム」３％を加算し

た９％が用いられている。また、シナリオＡにおいて、分析期間終了後の試算価格を求

める際に用いられる最終還元利回りについては、収益予測の不確実性を考慮したとして、

割引率に１％を加算した１０％が用いられている。 

（エ）取引事例比較法を用いて試算した本件各土地の更地価格に底地割合を乗じた割合方式

による底地価格を試算する。 

（オ）上記（ア）、（イ）、（エ）の試算価格を比較し、（ア）、（イ）の収益価格が（エ）の割

合方式による底地価格よりも精度・規範性が高く、シナリオＢよりもシナリオＡの実現

可能性が高いとして、シナリオＡによる試算価格とシナリオＢによる試算価格を８：２

で加重平均し、鑑定評価額を決定する。 

イ 丁鑑定（乙５５の１、５８）の内容 

 丁鑑定は、収益還元法に基づく収益価格及び取引事例比較法に基づく比準価格を関連付

けて本件各土地に係る底地の鑑定評価額を求めるものであり、その手順の概要は以下のと
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おりである。 

（ア）本件Ａ土地～本件Ｃ土地と本件Ｄ土地～本件Ｎ土地の属する地域についてそれぞれ標

準画地を想定し、取引事例比較法に基づく比準価格及び公示価格を考慮した基準価格を

踏まえて標準画地の更地価格を求め、本件各土地の個別的要因の比較を行って本件各土

地の更地価格を求める。 

（イ）収益価格は、①純収益の現在価値の総和に土地の復帰価格の現在価値を加味する方法

及び②純収益を永久還元する方法の両試算価格を比較考量して求める。 

ａ 上記①については、実際支払賃料から公租公課を控除して求めた純収益の現在価値

の総和に更地の復帰価格の現在価値を加算して試算価格を求める。 

 純収益の現在価値を求める際に用いる複利年金現価率及び更地の復帰価格の現在価

値を求める際に用いる複利現価率については、いずれも年率５．５％、期間２５年と

査定されている。期間が２５年間とされた理由については、賃貸借契約の残存期間が

１０年未満のものについては１回更新後の期間を、１０年以上のものについては当該

期間を前提とし、本件各土地の平均的残存期間２５年を採用したとされている。また、

現価率については、同種の土地の賃貸借に係る賃料利回りを基準とし、長期国債等の

金融機関の利回り、各土地の投資対象としての危険性、管理の困難性、資産としての

安全性等の個別性を加味して査定したとされている。 

ｂ 上記②については、実際支払賃料から公租公課を控除して求めた純収益を還元利回

りで除して試算価格を求める。還元利回りについては、上記と同様の理由により、５．

５％と査定されている。 

ｃ 上記ａ、ｂを比較し、ａについては復帰期間を２５年と設定したことにより鑑定評

価基準に定める底地価格の考え方に即した適正な価格が求められたものと考えられる

一方、ｂについては実際支払賃料のみを純収益とし、将来発生するであろう更新料そ

の他の一時金収入及び地代の増額による純収益の増加については全く考慮されていな

いなどとして、ａ：ｂを０．７：０．３で加重平均し、収益価格を決定する。 

（ウ）底地の取引事例を基に取引事例比較法を適用し、本件Ａ土地～本件Ｃ土地と本件Ｄ土

地～本件Ｎ土地の属する地域ごとに想定した標準画地に係る比準価格を求め、本件各土

地の個別的要因及び補正率を査定して本件各土地の底地の比準価格を求める。 

（エ）上記（イ）の収益価格と上記（ウ）の比準価格を調整し、底地の経済価値の本質や両

試算価格の特性等を総合的に考慮した結果として、（イ）ｃの収益価格と（ウ）の比準

価格を７：３で加重平均し、鑑定評価額を決定する。 

ウ 戊鑑定の内容 

 戊鑑定は、実際支払賃料に基づく純収益等の現在価値の総和を求めることにより得た収

益価格及び比準価格を関連付けて鑑定評価額を決定するものであり、その手順の概要は以

下のとおりである。 

（ア）本件Ａ土地～本件Ｃ土地と本件Ｄ土地～本件Ｎ土地の属する地域についてそれぞれ標

準画地を想定し、取引事例比較法及び地価公示価格等との均衡を考慮の上標準価格を求

め、本件各土地の個別的要因及び補正率を査定して本件各土地の更地価格を求める。 

（イ）①月額支払賃料の年額から公租公課を控除した額を還元利回りで割り戻した額、②第

１回目の更新時に支払われる更新料（更地価格の３％）の現在価値（借地契約の残存年
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数に応じて割引率で割り戻した額）、③新築後２０年以上経過するなど建替時期が迫っ

ている建物について、平均の建替時期を価格時点（本件相続開始日である平成２０年６

月●日。以下同じ。）後１０年と想定した場合の増改築承諾料（更地価格の３％）の現

在価値（期間１０年で割引率で割り戻した額）を合計して収益価格を求める。 

 収益価格の算定において、同一需給圏内では借地権の取引慣行は成熟しており、期間

満了等によって回復する経済的利益が生じることは考え難く、借地契約期間は長年にわ

たって続くと考えられるとして、復帰価格は考慮されていない。 

 還元利回り及び割引率については、長期金利（１０年もの国債、平成２０年当時１．

４％程度）に不動産の個別性を加味したとして、還元利回りが年２．４％、割引率が１．

９％と査定されている。 

（ウ）同一需給圏内の類似地域の競売市場で売却された底地の取引事例を採用して取引事例

比較法を適用し、本件Ａ土地～本件Ｃ土地と本件Ｄ土地～本件Ｎ土地の属する地域ごと

に標準価格を求め、本件各土地の個別的要因及び補正率を査定して本件各土地の底地価

格（比準価格）を求める。 

（エ）上記（イ）の収益価格と（ウ）の比準価格を比較し、収益価格は信頼性が高く、他方、

比準価格は正常価格の下限を示す価格として捉え、鑑定評価額を決定する。 

エ Ｏ意見の内容 

 原告は、戊鑑定が行われた後、不動産鑑定士Ｏの意見書（甲２１）を提出した（以下

「Ｏ意見」という。）。Ｏ意見は、戊鑑定について、①還元利回り及び割引率の査定が低率

すぎ妥当性を欠いている、②増改築承諾料の現在価値の加算について、過去の実績や将来

における受領可能性を無視している、③部分的とはいえ競売による取引事例を前提とする

取引事例比較法による比準価格を採用しているなどと指摘した上、上記①の点については

適正な還元利回りを４．９％、割引率を４．４％とし、上記②の点については原告が適正

と考える時点における増改築承諾料の現在価値を加算し、③の点については適切な根拠を

欠く比準価格は採用しないこととして、戊鑑定を修正の上再計算したものである。 

オ 検討 

（ア）丙鑑定について 

ａ 被告は、丙鑑定が収益価格の算定において一般の住宅地に存する宅地の評価に適用

するのがふさわしくないＤＣＦ法を用いている旨を主張する。 

 しかし、被告の提出する証拠によっても、直接還元法（一定期間の純収益を還元利

回りで還元する方法）とＤＣＦ法との違いは、純収益及び価格の変動予測を還元利回

りの査定及び一期間の純収益の査定において織り込むか（直接還元法）、毎期の純収

益の見通しに織り込むか（ＤＣＦ法）という評価の過程の違いに過ぎず、毎期の純収

益及び価格の変動予測が適切に評価の過程に織り込まれる場合には、両者にも手法上

の優劣があるとはいえないとされているところであり（乙３０、１９０頁）、丙鑑定

がＤＣＦ法を採用しているからといって、直ちに不合理であるとはいえない。 

ｂ また、被告は、複数の収益価格を算定し一定の割合でこれを加重平均するという鑑

定評価方法は原告独自のものである旨も主張するが、このような評価方法が一慨に不

合理であるとも考え難く、被告の提出する丁鑑定においても同様の手法が用いられて

いるところである。 
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 もっとも、丙鑑定においては、上記アのとおり、借地期間満了時以降も賃貸借の継

続を想定したシナリオＡと、期間満了時に賃貸借契約終了の上第三者への売却を想定

したシナリオＢの２手法についてそれぞれ収益価格を査定した上、シナリオＡによる

試算価格とシナリオＢによる試算価格を８：２で加重平均して鑑定評価額を決定して

おり、その理由については、「長年にわたって賃貸借が継続しており立退や当事者間

の買取などの目途が現時点ではまったくないことを勘案すると、シナリオＢよりもシ

ナリオＡの実現可能性がはるかに高いと判断せざるを得ないため」としている（甲１

１ａ～１１ｎの各２頁「試算価格の調整及び鑑定評価額の決定」欄）。しかるに、期

間が満了した時点において賃貸借契約が終了した上で第三者への売却をするというシ

ナリオＢにおける想定自体、必ずしも現実的なものではない（乙３３参照）。このよ

うに、実現可能性の低いシナリオ（シナリオＢ）を想定しつつ、他方のシナリオ（シ

ナリオＡ）の実現可能性が高いことを理由としてこれを重視し加重平均を行うことに

より、底地の客観的交換価値を適切に把握することができるかは疑問であるといわざ

るを得ない。結局、丙鑑定においては、借地契約の期間満了等によって復帰する経済

的利益をやや軽視するものとの評価を免れないと考えられる。 

ｃ さらに、丙鑑定においては、収益価格の試算において用いられる割引率が９％、最

終還元利回りが１０％と査定されているのであるが、原告自身、一般的な底地の還元

利回りは年５％前後と考えられるとしていること（原告準備書面（７））に照らして

も、上記の査定の合理性には疑問があるというべきである。 

ｄ 以上によれば、丙鑑定は、合理性に欠ける部分を含んでいるといわざるを得ない。 

（イ）丁鑑定について 

ａ 上記イのとおり、丁鑑定は、収益還元法に基づく収益価格及び取引事例比較法に基

づく比準価格を関連付けて本件各土地に係る底地の鑑定評価額を求めるものであり、

収益価格については、①純収益の現在価値の総和に土地の復帰価格の現在価値を加味

する方法及び②純収益を永久還元する方法の両試算価格を比較考量して求めるもので

あるところ、このような鑑定手法は、大筋において鑑定評価基準に適合するものとい

うべきである。 

ｂ 原告は、丁鑑定は収益価格の算定に当たり借地契約の解約は困難であることを認め

ているにもかかわらず、本件各土地について一律に残存期間を２５年と設定し、復帰

価格を加算しているが、本件各土地については平均残存期間２５年で更地に復帰する

可能性は極めて低く、妥当ではない旨主張する。 

 しかし、本件各土地について、完全所有権に復帰する可能性が潜在しているという

べきこと（上記３（１））からすると、借地契約の平均的な残存期間を２５年とする

査定が短すぎるとまではいえない。また、丁鑑定においては、上記イ（イ）ｃのとお

り、上記ａの①と②の収益価格を０．７：０．３で加重平均し、収益価格を査定して

いるところ、鑑定評価基準の考え方を前提とした精通者の見解として、必ずしも不合

理であるともいえない。 

ｃ 原告は、丁鑑定は比準価格の査定（上記イ（ウ））は借地権者による底地の買取事

例のみで評価しており、その補正が必要なのにそれがされていない点を指摘する。 

 この点、丁鑑定は、「採用した各事例について底地価格の更地価格に対する割合及
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び取引当事者の属性を検証した結果、本件各取引事例について、増分価値が生じてい

る可能性の程度等の修正を要する必要性は認められない」としているところ（乙５５

の１、４７頁、乙５８の４頁）、借地権者による底地の買取事例をもとに取引事例比

較法により求めた本件各土地の底地の比準価格は、本件各土地の更地価格の約２７％

にとどまっていること（別紙７－１「丁鑑定・比準価格・底地割合」欄参照）からす

ると、実際には、増分価値が生じている可能性を念頭におきつつ、修正は不要と判断

して比準価格を査定したことがうかがわれるところである。 

 そうすると、丁鑑定における底地の比準価格は、必ずしも不合理であるとまではい

えない。 

（ウ）戊鑑定について 

ａ 戊鑑定は、①借地契約の期間満了等によって復帰する経済的利益について、「同一

需給圏内では、借地権の取引慣行は成熟しており、期間満了等によって回復する経済

的利益が生じることは考え難く、借地契約期間は長年に亘って続くと考えるのが一般

的である。」（本件鑑定書２７頁）として、これを加算することはせず、②他方におい

て、純収益を還元利回りで永久還元する方法のみを採用して収益価格を算出するに際

し、平成２０年当時の長期金利約１．４％に不動産の個別性を加味する方法が信頼性

が高いとして、還元利回りを年２．４％、割引率を年１．９％と査定し、地価公示地

の鑑定評価で採用されている還元利回り（年４．５％程度）よりも相当低いものとし

ている。 

 この判断は、一般に、地価公示地の鑑定評価で採用されている還元利回りは、取引

価格に追いついておらず、「実際の還元利回り」は低下しているという見解に基礎を

置き（同２８頁）、他方では、底地については、第三者が底地を買い取る市場は競売

市場しかなく、適切な取引事例が得難いため、通常であれば収益価格と対比させて勘

案すべき比準価格の信頼性が劣ることをも勘案して、基本的には収益価格を採用する

（比準価格は正常価格の下限を示す価格として捉える）こととし、「実際の還元利回

り」を査定するという手法を採用したものと考えられる。 

 そして、この方法は、鑑定評価基準にいう「底地の鑑定評価額は、実際支払賃料に

基づく純収益等の現在価値の総和を求めることにより得た収益価格及び比準価格を関

連づけて決定するものとする」との手法と不整合とまではいえず、かえって、底地の

客観的価値の評価の困難さ（復帰価格をどの程度織り込むのかという問題）を巧みに

回避するものとして、一つの見識であるということができる。 

ｂ 原告は、戊鑑定における還元利回りが低すぎること、また、競売による取引事例に

より比準価格を査定したことが不当である旨主張する。しかしながら、原告のこの主

張は、上記のような戊鑑定における還元利回りの考え方や競売市場の取引事例の参照

方法を正解しないものであり、当を得ないものといわざるを得ない。 

 また、原告は、戊鑑定における増改築承諾料の現在価値の算定が過去の実績を無視

していると主張するが、その点は、将来予想に関わる事柄であるから、必ずしも不合

理とまで断定することはできない。 

（エ）Ｏ意見について 

 Ｏ意見は、比準価格を全く考慮せず、また、借地契約の期間満了等によって復帰する
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経済的利益を考慮していない点において、鑑定評価基準に適合しておらず、必ずしも合

理性の高いものではないと評価せざるを得ない。 

カ 以上の検討によれば、上記各鑑定等のうち、丙鑑定及びＯ意見には、不合理な点がある

と言わざるを得ない。他方、丁鑑定及び戊鑑定が示す価額は、比較的近似した水準となっ

ているところ、両鑑定は、その鑑定手法は相当程度異なるものの、底地の客観的交換価値

の把握の困難さがあることを前提として、それぞれに合理性のある考え方に則って行われ

たものということができ、両鑑定が示すような価額の水準をもって、本件各土地の時価と

して相当なものであると解することが相当である。 

 そうすると、丙鑑定及びＯ意見の存在は、借地権価額控除方式によっては適正な時価を

適切に算定することのできない特別の事情があることを裏付けるに足りるものということ

はできない。 

 よって、この点に関する原告の主張は採用することができない。 

４ 小括 

 上記２のとおり、借地権価額控除方式を定める評価通達２５は本件各土地の時価を算定する

上での一般的な合理性を有しており、上記３のとおり、本件各土地について、借地権価額控除

方式によっては適正な時価を適切に算定することのできない特別の事情があるとは認められな

いから、借地権価額控除方式によって本件各土地を評価することには合理性があるというべき

である。 

５ 本件再更正処分及び本件各賦課決定処分の適法性について 

（１）原告は、争点に関する部分のほかに本件再更正処分の根拠及び適法性を争っていないとこ

ろ、上記４のとおり、借地権価額控除方式によって本件各土地を評価することには合理性が

あるというべきであり、これを前提とすると、原告の納付すべき相続税額は、別紙８の１

（２）カのとおり、１億８４９８万８１００円であると認められる。そして、本件再更正処

分における原告の納付すべき相続税額は１億８４９８万８１００円であり、上記と同額であ

るから、本件再更正処分は適法である。 

（２）上記（１）のとおり、本件再更正処分は適法であり、上記争点についてこれと同旨の本件

更正処分も適法であるというべきところ、本件更正処分及び本件再更正処分によって原告が

新たに納付すべきこととなった相続税額に基づいて計算した過少申告加算税の額は、別紙８

の３（１）、（２）のとおり、９５万円（本件更正処分の分）及び６万７０００円（本件再更

正処分の分）であると認められる。そして、本件第一次賦課決定処分における過少申告加算

税の金額は９５万円、本件第二次賦課決定処分における過少申告加算税の金額は６万７００

０円であり、上記と同額であるから、本件第一次賦課決定処分及び本件第二次賦課決定処分

は、いずれも適法である。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし、訴訟費用の負担

につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 谷口 豊 

   裁判官 平山 馨 
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   裁判官 徳井 真 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

 

国府田 隆秀、橋口 政憲、飯田 隆一、山本 英樹、金子 達郎 

以上 
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（別紙２） 

本件各土地の概要及び各価額 

 

順号 略語 
所在地番 

（東京都中野区） 

地積 

（㎡） 

１ 本件Ａ土地 92.40 

２ 本件Ｂ土地 62.81 

３ 本件Ｃ土地 

●● 

109.25 

４ 本件Ｄ土地 145.47 

５ 本件Ｅ土地 69.42 

６ 本件Ｆ土地 

●● 

110.88 

７ 本件Ｇ土地 80.80 

８ 本件Ｈ土地 
●● 

80.55 

９ 本件Ｉ土地 ●● 163.30 

10 本件Ｊ土地 ●● 171.90 

11 本件Ｋ土地 108.87 

12 本件Ｌ土地 
●● 

96.33 

13 本件Ｍ土地 135.13 

14 本件Ｎ土地 
●● 

178.31 
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（別紙３） 

本件各土地の概要 

 

１ 本件Ａ土地 

 本件Ａ土地は、平成９年６月１３日に、本件被相続人がＰ（以下「本件Ａ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額２万７８６５円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ａ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用され

ていた。 

 本件Ａ土地は、北側の一面でのみ路線と接するほぼ長方形の整形地であり、間口距離は約７．５

０メートル、奥行距離は約１１．４０メートル、地積は９２．４０平方メートルである。本件Ａ土

地は路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件Ａ土地の

北側の路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり４８万円であり、当該路線

に係る借地権割合は７０パーセントである。 

２ 本件Ｂ土地 

 本件Ｂ土地は、平成１４年１月１日に、本件被相続人がＱ（以下「本件Ｂ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額１万６８５５円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｂ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用され

ていた。 

 本件Ｂ土地は、北側及び東側の二面で路線と接面するいわゆる角地にあるほぼ長方形の整形地で

あり、北側を正面とすると間口距離は約５．８０メートル、奥行距離は約１０．８３メートル、地

積は６２．８１平方メートルである。本件Ｂ土地は路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める

地区区分は、普通住宅地区である。本件Ｂ土地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、

１平方メートル当たり、北側の路線が４８万円、東側の路線が３９万円であり、両路線に係る借地

権割合は共に７０パーセントである。 

３ 本件Ｃ土地 

 本件Ｃ土地は、昭和４９年４月９日に、本件被相続人がＲ（以下「本件Ｃ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年とし土地賃貸借契約を締結した宅地であり、本件相続の開始

当時は、本件Ｃ土地賃借人の相続人と考えられる者が所有する建物の敷地として利用されていた。 

 本件Ｃ土地は、東側及び南東側の二面で路線と接面するいわゆる準角地にあるやや変形した台形

をしており、南東側を正面とすると間口距離は約８．８０メートル、奥行距離は約１２．２１メー

トル、地積は１０９．２５平方メートルである。本件Ｃ土地は、路線価地域に存し、評価通達１４

－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件Ｃ土地が接する路線に付された平成２０年分の

路線価は、東側及び南東側の路線ともに１平方メートル当たり３９万円であり、両路線に係る借地

権割合は共に７０パーセントである。 

４ 本件Ｄ土地 

 本件Ｄ土地は、平成３年８月２９日に、本件被相続人がＳ（以下「本件Ｄ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額３万１１９０円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｄ土地賃借人の相続人と考えられる者が所有する建

物の敷地として利用されていた。 

 本件Ｄ土地は、北側の一面でのみ路線と接するほぼ正方形の宅地であり、間口距離は約１２．８



25 

０メートル、奥行距離は約１１．３６メートル、地積は１４５．４７平方メートルである。本件Ｄ

土地は、路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件Ｄ土

地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり３７万円であり、当該

路線に係る借地権割合は７０パーセントである。 

５ 本件Ｅ土地 

 本件Ｅ土地は、平成３年７月１日に、本件被相続人がＴ（以下「本件Ｅ土地賃借人」という。）

との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額１万５７５０円として土地賃貸借契約を締結した宅

地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｅ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用されていた。 

 本件Ｅ土地は、北側の一面でのみ路線と接するほぼ長方形の宅地であり、間口距離は約６．８７

メートル、奥行距離は約９．８４メートル、地積は６９．４２平方メートルである。本件Ｅ土地は、

路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である、本件Ｅ土地が接す

る路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり３７万円であり、当該路線に係

る借地権割合は７０パーセントである。 

６ 本件Ｆ土地 

 本件Ｆ土地は、本件被相続人がＵ（以下「本件Ｆ土地賃借人」という。）との間で、賃貸借期間

を昭和５５年９月１日から２０年、賃借料を月額１万１３３３円として土地賃貸借契約を締結した

宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｆ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用されてい

た。 

 本件Ｆ土地は、北側及び東側の二面で路線と接するほぼ正方形の宅地であり、北側を正面とする

と、間口距離は約１０．７０メートル、奥行距離は約１０．１０メートル、地積は１１０．８８平

方メートルである。本件Ｆ土地は、路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通

住宅地区である。本件Ｆ土地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、北側及び東側とも

に１平方メートル当たり３７万円であり、両路線に係る借地権割合は共に７０パーセントである。 

７ 本件Ｇ土地 

 本件Ｇ土地は、昭和６２年１月１９日に、本件被相続人がＶ及びＷ（以下「本件Ｇ土地賃借人」

という。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃料を月額１万６６１９円として土地賃貸借契約を締

結した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｇ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用さ

れていた。なお、本件Ｇ土地及び本件Ｈ土地は、登記上の地目は山林となっているが、現況は宅地

である。 

 本件Ｇ土地は、北側の一面で路線と接するほぼ長方形の宅地であり、間口距離は約６．４０メー

トル、奥行距離は約１２．６０メートル、地積は８０．８０平方メートルである。本件Ｇ土地は、

路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件Ｇ土地が接す

る路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり３８万円であり、当該路線に係

る借地権割合は７０パーセントである。 

８ 本件Ｈ土地 

 本件Ｈ土地は、昭和６０年５月１２日に、本件被相続人がＸ（以下「本件Ｈ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額１万３４００円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｈ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用され

ていた。 

 本件Ｈ土地は、北側の一面で路線と接するほぼ長方形の宅地であり、間口距離は約６．３０メー
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トル、奥行距離は約１２．７０メートル、地積は８０．５５平方メートルである。本件Ｈ土地は、

路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件Ｈ土地が接す

る路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり３８万円であり、当該路線に係

る借地権割合は７０パーセントである。 

９ 本件Ｉ土地 

 本件Ｉ土地は、平成元年３月１０日に、本件被相続人がＹ、Ｚ、ａ、ｂ及びｄ（以下「本件Ｉ土

地賃借人」という。）との間で、賃貸借期間を昭和５８年８月２７日から平成２５年８月２６日ま

での３０年、賃料を月額３万５４３２円として土地賃貸借契約を締結した宅地であり、本件相続の

開始当時は、本件Ｉ土地賃借人が所有すると考えられる未登記の建物の敷地として利用されていた。 

 本件Ｉ土地は、北側及び西側の二面で路線と接する正方形に近い形状の宅地であり、北側を正面

とすると、間口距離は約１１．５０メートル、奥行距離は約１３．００メートル、地積は１６３．

３０平方メートルである。本件Ｉ土地は、路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分

は普通住宅地区である。本件Ｉ土地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メー

トル当たり、北側の路線は３８万円、西側の路線は３７万円であり、両路線に係る借地権割合は共

に７０パーセントである。 

10 本件Ｊ土地 

 本件Ｊ土地は、昭和４９年７月６日に、本件被相続人がｅ（以下「本件Ｊ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額１万３０００円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｊ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用され

ていた。 

 本件Ｊ土地は、本件Ｊ土地の南側で路線価の付されていない路線に一部が接するほぼ正方形の宅

地であり、間口距離は約２．７０メートル、奥行距離は約１２．９０メートル、地積は１７１．９

０平方メートルである。本件Ｊ土地が接する路線には、平成２０年分において路線価は付されてお

らず、評価通達１４－３の定めによる特定路線価が設定されている。本件Ｊ土地が接する路線に付

された平成２０年分の特定路線価は、１平方メートル当たり３３万円、地区区分は普通住宅地区、

借地権割合は７０パーセントである。 

11 本件Ｋ土地 

 本件Ｋ土地は、平成１９年１月１５日に、本件被相続人がｆ相続人ｇとの間で、賃貸借期間を２

０年、賃料を月額３万１５１５円として土地賃貸借契約を締結した宅地であり、本件相続の開始当

時は、ｆほか１名が所有する建物の敷地として利用されていた。 

 本件Ｋ土地は、本件Ｋ土地の西側で路線価の付されていない路線に一部が接する正方形に近い台

形をした宅地であり、間口距離は約１．７７メートル、奥行距離は約１０．２０メートル、地積は

１０８．８７平方メートルである。本件Ｋ土地が接する路線には、平成２０年分において路線価は

付されておらず、評価通達１４－３の定めによる特定路線価が設定されている。本件Ｋ土地が接す

る路線に付された平成２０年分の特定路線価は、１平方メートル当たり３３万円、地区区分は普通

住宅地区、借地権割合は７０パーセントである。 

12 本件Ｌ土地 

 本件Ｌ土地は、平成６年２月７日に、本件被相続人がｈ（以下「本件Ｌ土地賃借人」という。）

との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額２万５６５５円として土地賃貸借契約を締結した宅

地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｌ土地賃借人ほか１名が所有する建物の敷地として利用さ
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れていた。 

 本件Ｌ土地は、本件Ｌ土地の北東側で路線価の付されていない路線に一部が接する長方形の一部

が欠けた形状をした宅地であり、間口距離は約２．９０メートル、奥行距離は約１０．８０メート

ル、地積は９６．３３平方メートルである。本件Ｌ土地が接する路線には、平成２０年分において

路線価は付されておらず、評価通達１４－３の定めによる特定路線価が設定されている。本件Ｋ土

地が接する路線に付された平成２０年分の特定路線価は、１平方メートル当たり３３万円、地区区

分は普通住宅地区、借地権割合は７０パーセントである。 

13 本件Ｍ土地 

 本件Ｍ土地は、平成１０年１月１日に、本件被相続人がｉ（以下「本件Ｍ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額３万５７９６円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｍ土地賃借人が所有する建物の敷地として利用され

ていた。 

 本件Ｍ土地は、北側及び西側の二面で路線と接する正方形に近い形状の宅地であり、西側を正面

とすると、間口距離は約１１．８０メートル、奥行距離は約１０．３０メートル、地積は、１３５．

１３平方メートルである。本件Ｍ土地は、路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分

は普通住宅地区である。本件Ｍ土地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、北側及び西

側の路線ともに１平方メートル当たり３７万円であり、両路線に係る借地権割合は共に７０パーセ

ントである。 

14 本件Ｎ土地 

 本件Ｎ土地は、平成９年７月２６日に、本件被相続人がｊ（以下「本件Ｎ土地賃借人」とい

う。）との間で、賃貸借期間を２０年、賃借料を月額４万６４４０円として土地賃貸借契約を締結

した宅地であり、本件相続の開始当時は、本件Ｎ土地賃借人の親族と思われる者が所有する建物の

敷地として利用されていた。 

 本件Ｎ土地は、西側の一面でのみ路線と接するほぼ長方形の整形地であり、間口距離は約１０．

８５メートル、奥行距離は約１５．８０メートル、地積は、１７８．３１平方メートルである。本

件Ｎ土地は、路線価地域に存し、評価通達１４－２に定める地区区分は普通住宅地区である。本件

Ｎ土地が接する路線に付された平成２０年分の路線価は、１平方メートル当たり３７万円であり、

当該路線に係る借地権割合は７０パーセントである。 
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別紙４の１及び別紙４の２、別紙７－１及び７－２、別紙９－４及び別紙９－５、別紙９－５－１か

ら別紙９－５－１４まで 省略 
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（別紙５） 

本件各土地に係る土地賃貸借契約書等の内容 

 

契約期間 
順
号 

略号 地積（㎡） 契約年月日 
始期 

期間又は

終期 

契約書上の

月額賃貸料

（円） 

備考 

１ 本件Ａ土地 
92.40㎡ 

28坪 
平成９年６月13日 平成９年６月13日 20年間 27,865 １か月分前納 

２ 本件Ｂ土地 
62.8099㎡ 

19坪 
平成14年１月１日 平成14年１月１日 20年間 16,855 － 

３ 本件Ｃ土地 32坪５合 昭和49年４月９日 昭和49年４月９日 20年間 記載なし － 

４ 本件Ｄ土地 44.005坪 平成３年８月29日 平成３年８月29日 20年間 31,190 １か月分前納 

５ 本件Ｅ土地 
69.4214㎡ 

21坪 
平成３年７月１日 平成３年７月１日 20年間 15,750 ２か月分前納 

６ 本件Ｆ土地 
110.88㎡ 

33.54坪 
記載なし 昭和55年９月１日 20年間 11,333 ６か月分前納 

７ 本件Ｇ土地 
80.80㎡ 

24.44坪 
昭和62年１月19日 昭和62年１月19日 20年間 16,619 

更新してい

る。 

８ 本件Ｈ土地 80.55 昭和60年５月12日 昭和60年５月16日 20年間 13,400 １か月分前納 

９ 本件Ｉ土地 
163.30㎡ 

49.40坪 
平成１年３月10日 昭和58年８月27日 

30年間 

平成25年

８月26日 

35,432 

契約時に、従

前の契約から

の更新料475万

円を支払い 

10 本件Ｊ土地 
171.9008㎡ 

52坪 
昭和49年７月６日 昭和49年７月６日 20年間 13,000 － 

11 本件Ｋ土地 
108.87㎡ 

32.93坪 
平成19年１月15日 平成19年１月19日 

20年間 

平成39年

１月18日 

31,515 － 

12 本件Ｌ土地 
97.52㎡ 

29.50坪 
平成６年２月７日 平成６年２月８日 20年間 25,655 １か月分前納 

13 本件Ｍ土地 40坪 平成10年１月１日 平成10年１月１日 20年間 35,796 １か月分前納 

14 本件Ｎ土地 
178.74㎡ 

54.07坪 
平成９年７月26日 平成９年７月26日 20年間 46,440 ２か月分前納 

※地積は、本件各土地に係る土地賃貸借契約書（乙第19号証１ないし14）にそれぞれ記載された地積 
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（別紙６） 

課税処分等の経緯 

 

（単位：円） 

順
号 

区分 年月日 課税価格 納付すべき税額 過少申告加算税の額 

1 本件当初申告 平成21年４月20日 526,812,000 163,983,200 － 

2 本件修正申告 平成23年６月20日 539,807,000 174,806,500 － 

3 加算税賦課決定処分 平成23年６月29日 － － ① 1,082,000 

4 本件更正処分等 平成23年６月29日 560,300,000 184,311,900 ② 950,000 

5 第一次異議申立て 平成23年８月24日 539,807,000 174,806,500 ②の全部取消し 

6 本件異議決定 平成23年11月22日 棄却 

7 審査請求 平成23年12月22日 539,807,000 174,806,500 ②の全部取消し 

8 本件再更正処分等 平成24年３月27日 561,870,000 184,988,100 ③ 67,000 

9 
第二次異議申立て 

(本件みなし審査請求) 

平成24年４月24日 

(平成24年５月14日) 
539,807,000 174,806,500 ③の全部取消し 

10 本件裁決 平成24年12月10日 棄却 
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（別紙８） 

被告の主張する課税の根拠及び本件各処分の適法性 

 

１ 課税の根拠 

 被告が主張する原告の本件相続税の課税価格及び納付すべき税額は、別紙９－１及び以下のとお

りである。 

（１）課税価格の合計額（別紙９－１、順号１１の合計額欄） １１億４６８７万円 

 上記金額は、本件相続に係る共同相続人（以下「本件共同相続人」といい、原告を除く共同相

続人らを「訴外相続人ら」という。）が本件相続によりそれぞれ取得した下記アの財産の価額

（別紙９－１、順号８の原告欄及び訴外相続人ら欄）から、それぞれ負担した下記イの債務等の

金額（別紙９－１、順号９の原告欄及び訴外相続人ら欄）を控除した後の金額につき、通則法１

１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の各人の課税価格（別紙９－

１、順号１１の原告欄及び訴外相続人ら欄）の合計額である。 

ア 相続により取得した財産の価額（別紙９－１、順号８の合計額欄） 

１９億８１２７万３４１７円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した財産の総額であり、次の（ア）ない

し（キ）の各金額の合計額である。 

（ア）土地の価額（別紙９－１、順号１の合計額欄） １３億３１０５万０２１０円 

 上記金額は、別紙９－４「土地の明細」記載の各土地の評価額の合計額（別紙９－４、順

号３４の評価額欄）である。本件各土地の各評価額は別紙９－５のとおり（その詳細につい

ては９－５－１ないし９－５－１４のとおり）であり、その余の土地の各評価額は甲１ｂの

修正申告書（以下「本件修正申告書」という。）に記載された各価額と同額である。 

（イ）家屋、構築物の価額（別紙９－１、順号２の合計額欄） １億７３８１万４７３８円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した家屋及び構築物の価額の合計額で

あり、本件修正申告書にそれぞれ記載された金額の合計額と同額である。 

（ウ）事業（農業）用財産の価額（別紙９－１、順号３の合計額欄） ２０４４万４５０１円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した事業（農業）用財産の価額の合計

額であり、本件修正申告書にそれぞれ記載された金額の合計額と同額である。 

（エ）有価証券の価額（別紙９－１、順号４の合計額欄） ２億５３０１万８２４７円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した有価証券の価額の合計額であり、

本件修正申告書にそれぞれ記載された金額の合計額と同額である。 

（オ）現金・預貯金等の価額（別紙９－１、順号５の合計額欄） １億１７６４万３７１２円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した現金・預貯金等の価額の合計額で

あり、本件修正申告書にそれぞれ記載された金額の合計額と同額である。 

（カ）家庭用財産の価額（別紙９－１、順号６の合計額欄） ５万円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した家庭用財産の価額の合計額であり、

本件修正申告書に記載された金額と同額である。 

（キ）その他の財産の価額（別紙９－１、順号７の合計額欄） ８５２５万２００９円 

 上記金額は、本件共同相続人が本件相続により取得した上記（ア）ないし（カ）以外の財

産の価額の合計額であり、本件修正申告書にそれぞれ記載された金額の合計額と同額である。 
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イ 債務等の金額（別紙９－１、順号９の合計額欄） ８億３４４０万０７８１円 

 上記金額は、本件被相続人の債務及び本件被相続人に係る葬式費用の合計額であり、本件修

正申告書に記載された金額と同額であり、その内訳及び負担者は、本件修正申告書に記載され

た内容と同じである。 

（２）納付すべき相続税額 

 本件相続に係る原告の納付すべき相続税額は、相続税法（平成２１年法律第１３号による改正

前のもの。以下「相続税法」という。）１５条ないし１９条の各規定に基づき、次のとおり算定

される。 

ア 課税遺産総額（別紙９－２、順号３） １０億５６８７万円 

 上記金額は、上記（１）の課税価格の合計額１１億４６８７万円（別紙９－１、順号１１の

合計額欄及び別紙９－２、順号１）から、相続税法１５条の規定により、５０００万円と１０

００万円に本件相続に係る相続人の数である４を乗じた金額４０００万円との合計額９０００

万円（別紙９－２の順号２）を控除した後の金額である。 

イ 法定相続分に応ずる取得金額（別紙９－２、順号５） 

（ア）原告（法定相続分６分の１） １億７６１４万５０００円 

（イ）訴外相続人ら（法定相続分６分の５） ８億８０７２万５０００円 

 上記各金額は、相続税法１６条の規定により、本件共同相続人が上記アの金額を民法９０

０条の規定による相続分（法定相続分）（別紙９－２、順号４の各欄の割合）に応じて取得

したものとした場合の各人の取得金額（ただし、昭和３４年１月２８日付け直資１０による

国税庁長官通達「相続税法基本通達の全部改正について」（平成２０年７月８日付け課資３

－１０ほかによる改正前のもの。）１６－３の取扱いにより、各相続人ごとに１０００円未

満の端数金額を切り捨てた後の金額）である 

ウ 相続税の総額（別紙９－１、順号１２の合計額欄、別紙９－２、順号７） 

３億７７５９万１５００円 

 上記金額は、上記イの（ア）及び（イ）の各金額（ただし（イ）の金額については、訴外相

続人ら各人の法定相続分に応ずる取得金額）に、それぞれ相続税法１６条に定める税率を乗じ

て算出した各金額（別紙９－２、順号６）に、それぞれ相続税法１６条に定める税率を乗じて

算出した各金額の合計額である。 

エ 本件共同相続人各人の算出税額（別紙９－１、順号１３の合計額欄及び別紙９－３の順号

６） ３億７７５９万１４９７円 

 上記金額は、相続税法１７条の規定により、上記ウの金額に、本件共同相続人各人の課税価

格（別紙９－１、順号１１、別紙９－３、順号３）が上記（１）の課税価格の合計額に占める

割合をそれぞれ乗じて算出した各金額（別紙９－３、順号５）の合計額である。 

（ア）原告 １億８４９８万８１２９円 

（イ）訴外相続人ら １億９２６０万３３６８円 

オ 税額控除額（別紙９－１、順号１４の合計額欄） １億５３８７万１３２６円 

 上記金額は、相続税法１９条の２の規定により、訴外相続人らのうちの一人である本件被相

続人の配偶者の納付すべき税額の計算上控除される配偶者の税額の軽減額である。 

カ 原告の納付すべき相続税額（別紙９－１、順号１５の原告欄） １億８４９８万８１００円 

 上記金額は、上記エの原告の算出税額について、通則法１１９条１項の規定により１００円
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未満の端数金額を切り捨てた後のものである。 

２ 本件再更正処分の適法性 

 被告が主張する本件相続に係る原告の納付すべき相続税額は、上記１（２）カのとおりであると

ころ、本件再更正処分における原告の納付すべき相続税額は、１億８４９８万８１００円であり

（乙２参照）、上記被告主張額と同額であるから、本件再更正処分は適法である。 

３ 本件賦課決定処分の根拠 

（１）本件第一次賦課決定処分 

 被告が本訴において主張する本件更正処分に係る原告の過少申告加算税の額は９５万円である。

当該金額は、本件更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった相続税額９５０万円（通

則法１１８条３項の規定により１万円未満を切り捨てた後のもの。以下同じ。）に、同法６５条

１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

（２）本件第二次賦課決定処分 

 被告が本訴において主張する本件再更正処分に係る原告の過少申告加算税の額は６万７０００

円である。当該金額は、本件再更正処分により原告が新たに納付すべきこととなった相続税額６

７万円に、同法６５条１項の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

４ 本件第一次賦課決定処分及び本件第二次賦課決定処分の適法性 

 上記３のとおり、被告が本訴において主張する本件更正処分に係る過少申告加算税の額は９５万

円であり、本件再更正処分に係る過少申告加算税の額は６万７０００円であるところ、これらは本

件第一次賦課決定処分及び本件第二次賦課決定処分における各過少申告加算税の額とそれぞれ同額

である。ところで、増額再更正処分として本件更正処分を吸収する本件再更正処分が、上記２で述

べたとおり適法であるということは、本件再更正処分により確認された課税価格及び納付すべき税

額がいずれも総額として適法であることを意味するから、本件更正処分及び本件再更正処分により

生じた新たに納付すべき税額には、いずれも違法な部分は存しない。したがって、本件更正処分及

び本件再更正処分により生じた新たに納付すべき税額を基礎として、原告に対して、上記３のとお

り計算された金額に相当する過少申告加算税を課した本件第一次賦課決定処分及び本件第二次賦課

決定処分はいずれも適法である。 

以上 
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（別紙９－１） 

課税価格等の計算明細書 

（単位：円） 

順号 区分 合計額 原告 訴外相続人ら 

1 土地 1,331,050,210 1,064,859,802 266,190,408 

2 家屋・構築物 173,814,738 164,919,652 8,895,086 

3 事業（農業）用財産 20,444,501 20,227,847 216,654 

4 有価証券 253,018,247 145,448,756 107,569,491 

5 現金・預貯金等 117,643,712 0 117,643,712 

6 家庭用財産 50,000 0 50,000 

7 その他の財産 85,252,009 676,550 84,575,459 

8 

取
得
財
産
の
価
額 

小計 1,981,273,417 1,396,132,607 585,140,810 

9 債務等 834,400,781 834,262,002 138,779 

10 
差引純資産価額 

（順号８－順号９） 
1,146,872,636 561,870,605 585,002,031 

11 課税価格 1,146,870,000 561,870,000 585,000,000 

12 相続税の総額 377,591,500   

13 各人の算出税額 377,591,497 184,988,129 192,603,368 

14 税額控除額 153,871,326 0 153,871,326 

15 
納付すべき相続税額 

（順号12－順号13） 
223,720,100 184,988,100 38,732,000 

（注）１ 順号１１の各金額は、通則法１１８条の規定及び相続税法基本通達１６－２の定めにより、

各相続人ごとに１０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額である。 

   ２ 順号１２の金額は、別表２順号７の金額である。 

   ３ 順号１３の各金額は、別表３順号５の各相続人ごとの算出税額である。 

   ４ 順号１５の各金額は、通則法１１９条の規定により、１００円未満の端数金額を切り捨て

た後の金額である。 
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（別紙９－２） 

相続税の総額の計算明細書 

 

（単位：円） 

順
号 

区分 原告 訴外相続人ら 

1 課税価格の合計額 1,146,870,000 

2 遺産に係る基礎控除額 90,000,000 

3 
課税遺産総額 

（順号１－順号２） 
1,056,870,000 

4 法定相続分 
 1 

 6 
 

 5 

 6 
 

5 
法定相続分に応ずる取得金額 

（順号３×順号４の各法定相続分） 
176,145,000 880,725,000 

6 相続税の総額の基となる税額 53,458,000 324,133,500 

7 相続税の総額 377,591,500 

（注）１ 順号１の金額は、別表１順号１１の合計額欄の金額である。 

   ２ 順号２の金額は、相続税法１５条１項の規定により「５０，０００千円＋１０，０００千

円×４人（相続税法１５条２項に規定する相続人の数）」の計算式から算出された金額であ

る。 

   ３ 順号４の各割合は、相続税法１６条の規定による各相続人ごとの相続分である。 

   ４ 順号５の各金額は、相続税法基本通達１６－３の定めにより、各相続人ごとにそれぞれ１

０００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額である。 

   ５ 順号６の各金額は、順号５の各相続人の金額に相続税法１６条に掲げる税率をそれぞれ乗

じて計算した金額である。 

     なお、訴外相続人らの金額は、訴外相続人ら各人の順号５の金額に当該税率を乗じて計算

した金額の合計額である。 

   ６ 順号７の金額は、順号６の各相続人ごとの金額の合計額について、相続税法基本通達１６

－３の定めにより、１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額である。 



36 

（別紙９－３） 

各人の算出税額の計算明細書 

 

（単位：円） 

順号 区分 原告 訴外相続人ら 

1 相続税の総額 377,591,500 

2 課税価格の合計額 1,146,870,000 

3 各人の課税価格 561,870,000 585,000,000 

4 あん分割合 
 561870000 

 1146870000 
 

 585000000 

 1146870000 
 

5 
各人の算出税額 

（順号１×順号４） 
184,988,129 192,603,368 

6 各人の算出税額の合計額 377,591,497 

（注）１ 順号１の金額は、別表２順号７の金額である。 

   ２ 順号２の金額は、別表１順号１１の合計額欄の金額である。 

   ３ 順号３の各金額は、別表１順号１１の各相続人ごとの金額である。 

   ４ 順号４の各割合は、順号２の金額に順号３の各相続人ごとの課税価格が占める割合である。 

   ５ 順号５の各金額は、順号１の相続税の総額に、順号４の各相続人ごとの割合を乗じて算出

した金額であり、各相続人ごとに１円未満の端数金額を切り捨てた後のものである。 


